
 

＜市場事業＞

市場事業債 市場事業債

（交付税率０） （交付税率０）

＜下水道事業（漁集分）＞

下水道事業債

※【　　】は、基幹事業と効果促進事業を一体としてみた場合の割合
（交付税率０） （交付税率０）

８０％
【２８％】

震災復興特
別交付税

（一般会計繰
入れ分）
８．３％

（１／１２）
【８．３％】

効果促進事業（単独事業想定）【３５】

（漁業集落防災機能強化事業）
５０％（１／２）

【５０％】
２５％（１／４）

【２５％】
８０％

【２８％】

公営企業
負担

７．５％
【７．５％】

震災復興特別交付税
（一般会計繰入れ分）

１７．５％
【１７．５％】

下水道事業債

基幹事業【１００】

（水産業共同利用施設復興整備事業）
６６．７％（２/３）
【６６．７％】

１６．７％（１/６）
【１６．７％】

基幹事業【１００】 効果促進事業（単独事業想定）【３５】

公営企業負担
８．３％
（１/１２）
【８．３％】

地方負担※

２０％

【７％】

地方負担※

２０％

【７％】

※効果促進事業のうち

一部公営企業負担あり

東日本大震災復興交付金 東日本大震災復興交付金

東日本大震災復興交付金 東日本大震災復興交付金

震災復興特別交付税

１．②公営企業の復興事業（一般会計繰出しの特例）

２．震災減収対策企業債について

平成２１年度又は２２年度
資金不足額（ａ）

本年度資金不足見込額（ｂ）

震災減収対策企業債（ｂ－ａ）

償還利子の１／２を一般会計繰出し

東日本大震災による被害状況、被災公営企業の経営状況等を総合的に勘案し、東日本
震災特例法の「特定被災地方公共団体」であって、震災に伴う減免、事業の休止等により
料金収入が減少した団体について、資金手当措置を講じる。

○ 特定被災地方公共団体で地財法に規定する資金不足額が発生又は拡大する団体
は、当該不足額について資金手当に係る企業債を発行できる（震災減収対策企業債）。

○ 発行済の震災減収対策企業債の償還利子の１／２の額を一般会計から繰出し。
なお、当該繰出しには特別交付税措置を講じる。

○ 償還期限は１５年以内

（参考資料 ２／２） 

２ 法適用企業の経営状況  

 

(1) 損益収支 

 

平成３０年度の法適用企業７９事業（７８会計）の経常収益は２，７５６億７１百万円で、前年度

に比べ５４億７０百万円（２．０％）増加している。また、経常費用は２，７３０億９７百万円で、

前年度に比べ６８億８５百万円（２．６％）増加している。この結果、経常収支は２５億７４百万円

の黒字を計上し、経常収支比率は１００．９％となり、前年度に比べ０．６ポイント低下している。 

経常収支において、黒字を計上した会計数及び金額は４６会計で１２９億９０百万円、赤字を計上

した会計数及び金額は３２会計で１０４億１６百万円となっている。 

経常損失を計上した会計を事業別にみると、病院事業が１８会計中１５会計で５６億７９百万円と

最も多く、以下、水道事業が３３会計中４会計で２２億４６百万円、交通事業が２会計全てで２０億

１７百万円，下水道事業が１５会計中６会計で４億２９百万円となっている。 

なお、臨時的収支である特別利益と特別損失を含む純損益についてみると、全体で１４億９９百万

円の黒字を計上しており、前年度に比べ黒字が５億８３百万円（２８．０％）減少している。 

 

 

(2) 累積欠損金 

 

平成３０年度における累積欠損金は２，１４１億９３百万円で、前年度に比べ７５億７１百万円

（３．７％）増加している。累積欠損金を有する会計数は全体の４７．４％に当たる３７会計で、前

年度に比べ２会計（５．７％）増加している。 

累積欠損金を有する会計を事業別にみると、交通事業が２会計全てで１，００５億１７百万円と最

も多く、以下、病院事業が１８会計中１６会計で９５２億１０百万円、ガス事業が２会計全てで７２億

５５百万円、下水道事業が１５会計中９会計で６８億４４百万円、水道事業が３３会計中４会計で

３２億４６百万円となっている。 

 

 

(3) 不良債務 

 

平成３０年度において、不良債務（資金不足額）を有する会計数は、交通事業が１会計、病院事業

が３会計、下水道事業が３会計、その他事業が１会計の合わせて８会計で、全体の１０．３％となっ

ている。 

不良債務総額は４３億５８百万円で、前年度に比べ８億６４百万円（２４．７％）増加している。

これを事業別にみると、病院事業が１９億１４百万円で最も多く、以下、下水道事業が１８億５１百

万円となっている。 

なお、営業収益に対する不良債務比率は１．９％となっている。 

 

 

(4) 資金不足比率 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく資金不足比率については、２４９ページを

参照のこと。 
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第１２表 法適用企業の決算状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年度

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 261,848 263,031 272,125 273,028 277,497 4,469 1.6

B 257,169 258,851 264,579 270,201 275,671 5,470 2.0

C 216,657 218,546 216,357 222,574 226,559 3,985 1.8

う ち 料 金 収 入 194,709 196,025 194,913 200,861 204,542 3,681 1.8

う ち 受 託 工事 収益 D 1,769 1,518 1,453 1,471 1,607 136 9.3

4,679 4,181 7,546 2,827 1,826 ▲1,001 ▲35.4

E 269,772 253,572 266,718 270,945 275,997 5,052 1.9

F 248,217 250,572 262,534 266,212 273,097 6,885 2.6

231,256 233,392 245,519 250,900 258,464 7,564 3.0

う ち 職 員 給 与 費 57,151 58,320 61,232 62,275 62,887 611 1.0

13,524 13,031 12,653 11,681 10,802 ▲879 ▲7.5

21,555 3,000 4,184 4,734 2,901 ▲1,833 ▲38.7

8,952 8,279 2,045 3,989 2,574 ▲1,415 ▲35.5

15,020 15,019 12,544 13,658 12,990 ▲668 ▲4.9

G 6,068 6,741 10,499 9,669 10,416 747 7.7

▲7,924 9,460 5,407 2,082 1,499 ▲583 ▲28.0

9,984 16,001 15,515 11,780 11,941 161 1.4

17,908 6,541 10,108 9,698 10,442 744 7.7

H 201,935 194,497 200,428 206,622 214,193 7,571 3.7

I 3,574 3,520 4,114 3,495 4,358 864 24.7

B/F 103.6 103.3 100.8 101.5 100.9 ▲0.6 ―

A/E 97.1 103.7 102.0 100.8 100.5 ▲0.2 ―

経 常 損 失 比 率 G/(C-D) 2.8 3.1 4.9 4.4 4.6 0.3 ―

累 積 欠 損 金 比 率 H/(C-D) 94.0 89.6 93.3 93.5 95.2 1.8 ―

不 良 債 務 比 率 I /(C-D) 1.7 1.6 1.9 1.6 1.9 0.4 ―

J 73 73 75 75 78 3 4.0

K 34 30 33 29 32 3 10.3

L 36 35 36 35 37 2 5.7

M 8 8 9 7 8 1 14.3

経常損失を生じた事業数 K/J 46.6 41.1 44.0 38.7 41.0 2.4 ―

累積欠損金を有する事業数 L/J 49.3 47.9 48.0 46.7 47.4 0.8 ―

不良債務を有する事業数 M/J 11.0 11.0 12.0 9.3 10.3 0.9 ―

特 別 利 益

対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

経 常 収 支 比 率

項　目

経 常 収 益

不 良 債 務を有す る事 業数

累 積 欠 損 金

総 事 業 数

総 費 用

経 常 費 用

純 利 益

特 別 損 失

不 良 債 務

総事業数
に対する
割　　合

純 損 失

経 常 利 益

支 払 利 息

経 常 損 益

純 損 益

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借入
金－地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －（流動資
産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の財源充当額）

経 常 損 失

累積欠損金を有する事業数

経 常 損 失 を生じ た 事 業数

営業収益
に対する
割　　合

総 収 支 比 率

 

第１３表 法適用企業の事業別損益収支決算の状況 

（単位：百万円、％） 

事業名

全事業 水　道 交   通 ガ   ス 病    院 下水道

A 277,497 65,644 8 33,528 36,182 98,625 41,657 1,725 128

B 275,671 65,485 8 33,524 36,134 97,864 40,801 1,725 128

C 226,559 57,064 7 23,980 35,305 83,131 25,558 1,474 41

う ち 料 金 収 入 204,542 54,538 7 22,232 31,923 75,432 18,920 1,448 41

う ち 受 託 工事 収益 D 1,607 336 0 0 1,025 0 246 0 0

う ち 他 会 計繰 入金 E 11,381 261 0 0 0 4,744 6,376 0 0

49,112 8,421 2 9,544 829 14,733 15,244 251 87

う ち 他 会 計繰 入金 F 17,736 1,417 0 4,105 92 9,483 2,418 203 19

1,826 159 0 3 47 761 856 0 0

G 36 0 0 0 0 36 0 0 0

H 275,997 61,662 7 35,542 33,955 103,492 39,460 1,745 135

I 273,097 61,167 7 35,542 33,701 103,152 37,670 1,723 135

258,464 58,272 7 33,645 32,999 98,472 33,277 1,657 134

う ち 職 員 給 与 費 62,887 6,160 0 7,274 2,996 44,098 1,423 921 15

10,802 2,660 0 1,794 623 1,456 4,226 43 0

2,901 494 0 0 254 340 1,790 23 0

2,574 4,318 1 ▲ 2,017 2,433 ▲ 5,289 3,132 2 ▲ 6

12,990 6,564 1 0 2,433 390 3,560 41 0

J 10,416 2,246 0 2,017 0 5,679 429 39 6

1,499 3,982 1 ▲ 2,014 2,226 ▲ 4,868 2,198 ▲ 21 ▲ 6

11,941 6,279 1 0 2,226 739 2,654 41 0

10,442 2,297 0 2,014 0 5,607 456 62 6

K 214,193 3,246 0 100,517 7,255 95,210 6,844 1,115 6

L 4,358 0 0 439 0 1,914 1,851 0 154

B/I 100.9 107.1 118.5 94.3 107.2 94.9 108.3 100.1 95.4

A/H 100.5 106.5 118.5 94.3 106.6 95.3 105.6 98.8 95.4

経 常 損 失 比 率 J/(C-D) 4.6 4.0 0.0 8.4 0.0 6.8 1.7 2.7 14.9

累 積 欠 損 金 比 率 K/(C-D) 95.2 5.7 0.0 419.2 21.2 114.5 27.0 75.7 14.9

不 良 債 務 比 率 L/(C-D) 1.9 0.0 0.0 1.8 0.0 2.3 7.3 0.0 373.1

M 78 33 1 2 2 18 15 6 1

N 32 4 0 2 0 15 6 4 1

O 37 4 0 2 2 16 9 3 1

P 8 0 0 1 0 3 3 0 1

経常損失を生じた事業数 N/M 41.0 12.1 0.0 100.0 0.0 83.3 40.0 66.7 100.0

累積欠損金を有する事業数 O/M 47.4 12.1 0.0 100.0 100.0 88.9 60.0 50.0 100.0

不良債務を有する事業数 P/M 10.3 0.0 0.0 50.0 0.0 16.7 20.0 0.0 100.0

他会計繰入金の額 E+F+G 29,154 1,678 0 4,105 92 14,263 8,794 203 19

総収益に対する割合 (E+F+G)/A 10.5 2.6 0.0 12.2 0.3 14.5 21.1 11.8 14.9

その他

経 常 収 益

営 業 収 益

工業用
水　道

総 収 益

介 護
サ ー ビ ス

総 収 支 比 率

営業収益
に対する
割　　合

う ち 他 会 計 繰 入 金

純 利 益

純 損 失

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

経 常 損 益

他 会 計
繰入金の
状 　　況

総 費 用

経 常 費 用

経 常 損 失 を生じ た 事 業数

総 事 業 数

累積欠損金を有する事業数

不 良 債 務を有す る事 業数

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

経 常 収 支 比 率

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借入金－地方債に関する省令
附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －（流動資産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の
財源充当額）

純 損 益

経 常 利 益

経 常 損 失

営 業 外 収 益

項　目

特 別 利 益

総事業数
に対する
割　　合
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第１２表 法適用企業の決算状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年度

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 261,848 263,031 272,125 273,028 277,497 4,469 1.6

B 257,169 258,851 264,579 270,201 275,671 5,470 2.0

C 216,657 218,546 216,357 222,574 226,559 3,985 1.8

う ち 料 金 収 入 194,709 196,025 194,913 200,861 204,542 3,681 1.8

う ち 受 託 工事 収益 D 1,769 1,518 1,453 1,471 1,607 136 9.3

4,679 4,181 7,546 2,827 1,826 ▲1,001 ▲35.4

E 269,772 253,572 266,718 270,945 275,997 5,052 1.9

F 248,217 250,572 262,534 266,212 273,097 6,885 2.6

231,256 233,392 245,519 250,900 258,464 7,564 3.0

う ち 職 員 給 与 費 57,151 58,320 61,232 62,275 62,887 611 1.0

13,524 13,031 12,653 11,681 10,802 ▲879 ▲7.5

21,555 3,000 4,184 4,734 2,901 ▲1,833 ▲38.7

8,952 8,279 2,045 3,989 2,574 ▲1,415 ▲35.5

15,020 15,019 12,544 13,658 12,990 ▲668 ▲4.9

G 6,068 6,741 10,499 9,669 10,416 747 7.7

▲7,924 9,460 5,407 2,082 1,499 ▲583 ▲28.0

9,984 16,001 15,515 11,780 11,941 161 1.4

17,908 6,541 10,108 9,698 10,442 744 7.7

H 201,935 194,497 200,428 206,622 214,193 7,571 3.7

I 3,574 3,520 4,114 3,495 4,358 864 24.7

B/F 103.6 103.3 100.8 101.5 100.9 ▲0.6 ―

A/E 97.1 103.7 102.0 100.8 100.5 ▲0.2 ―

経 常 損 失 比 率 G/(C-D) 2.8 3.1 4.9 4.4 4.6 0.3 ―

累 積 欠 損 金 比 率 H/(C-D) 94.0 89.6 93.3 93.5 95.2 1.8 ―

不 良 債 務 比 率 I /(C-D) 1.7 1.6 1.9 1.6 1.9 0.4 ―

J 73 73 75 75 78 3 4.0

K 34 30 33 29 32 3 10.3

L 36 35 36 35 37 2 5.7

M 8 8 9 7 8 1 14.3

経常損失を生じた事業数 K/J 46.6 41.1 44.0 38.7 41.0 2.4 ―

累積欠損金を有する事業数 L/J 49.3 47.9 48.0 46.7 47.4 0.8 ―

不良債務を有する事業数 M/J 11.0 11.0 12.0 9.3 10.3 0.9 ―

特 別 利 益

対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

経 常 収 支 比 率

項　目

経 常 収 益

不 良 債 務を有す る事 業数

累 積 欠 損 金

総 事 業 数

総 費 用

経 常 費 用

純 利 益

特 別 損 失

不 良 債 務

総事業数
に対する
割　　合

純 損 失

経 常 利 益

支 払 利 息

経 常 損 益

純 損 益

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借入
金－地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －（流動資
産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の財源充当額）

経 常 損 失

累積欠損金を有する事業数

経 常 損 失 を生じ た 事 業数

営業収益
に対する
割　　合

総 収 支 比 率

 

第１３表 法適用企業の事業別損益収支決算の状況 

（単位：百万円、％） 

事業名

全事業 水　道 交   通 ガ   ス 病    院 下水道

A 277,497 65,644 8 33,528 36,182 98,625 41,657 1,725 128

B 275,671 65,485 8 33,524 36,134 97,864 40,801 1,725 128

C 226,559 57,064 7 23,980 35,305 83,131 25,558 1,474 41

う ち 料 金 収 入 204,542 54,538 7 22,232 31,923 75,432 18,920 1,448 41

う ち 受 託 工事 収益 D 1,607 336 0 0 1,025 0 246 0 0

う ち 他 会 計繰 入金 E 11,381 261 0 0 0 4,744 6,376 0 0

49,112 8,421 2 9,544 829 14,733 15,244 251 87

う ち 他 会 計繰 入金 F 17,736 1,417 0 4,105 92 9,483 2,418 203 19

1,826 159 0 3 47 761 856 0 0

G 36 0 0 0 0 36 0 0 0

H 275,997 61,662 7 35,542 33,955 103,492 39,460 1,745 135

I 273,097 61,167 7 35,542 33,701 103,152 37,670 1,723 135

258,464 58,272 7 33,645 32,999 98,472 33,277 1,657 134

う ち 職 員 給 与 費 62,887 6,160 0 7,274 2,996 44,098 1,423 921 15

10,802 2,660 0 1,794 623 1,456 4,226 43 0

2,901 494 0 0 254 340 1,790 23 0

2,574 4,318 1 ▲ 2,017 2,433 ▲ 5,289 3,132 2 ▲ 6

12,990 6,564 1 0 2,433 390 3,560 41 0

J 10,416 2,246 0 2,017 0 5,679 429 39 6

1,499 3,982 1 ▲ 2,014 2,226 ▲ 4,868 2,198 ▲ 21 ▲ 6

11,941 6,279 1 0 2,226 739 2,654 41 0

10,442 2,297 0 2,014 0 5,607 456 62 6

K 214,193 3,246 0 100,517 7,255 95,210 6,844 1,115 6

L 4,358 0 0 439 0 1,914 1,851 0 154

B/I 100.9 107.1 118.5 94.3 107.2 94.9 108.3 100.1 95.4

A/H 100.5 106.5 118.5 94.3 106.6 95.3 105.6 98.8 95.4

経 常 損 失 比 率 J/(C-D) 4.6 4.0 0.0 8.4 0.0 6.8 1.7 2.7 14.9

累 積 欠 損 金 比 率 K/(C-D) 95.2 5.7 0.0 419.2 21.2 114.5 27.0 75.7 14.9

不 良 債 務 比 率 L/(C-D) 1.9 0.0 0.0 1.8 0.0 2.3 7.3 0.0 373.1

M 78 33 1 2 2 18 15 6 1

N 32 4 0 2 0 15 6 4 1

O 37 4 0 2 2 16 9 3 1

P 8 0 0 1 0 3 3 0 1

経常損失を生じた事業数 N/M 41.0 12.1 0.0 100.0 0.0 83.3 40.0 66.7 100.0

累積欠損金を有する事業数 O/M 47.4 12.1 0.0 100.0 100.0 88.9 60.0 50.0 100.0

不良債務を有する事業数 P/M 10.3 0.0 0.0 50.0 0.0 16.7 20.0 0.0 100.0

他会計繰入金の額 E+F+G 29,154 1,678 0 4,105 92 14,263 8,794 203 19

総収益に対する割合 (E+F+G)/A 10.5 2.6 0.0 12.2 0.3 14.5 21.1 11.8 14.9

その他

経 常 収 益

営 業 収 益

工業用
水　道

総 収 益

介 護
サ ー ビ ス

総 収 支 比 率

営業収益
に対する
割　　合

う ち 他 会 計 繰 入 金

純 利 益

純 損 失

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

経 常 損 益

他 会 計
繰入金の
状 　　況

総 費 用

経 常 費 用

経 常 損 失 を生じ た 事 業数

総 事 業 数

累積欠損金を有する事業数

不 良 債 務を有す る事 業数

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

経 常 収 支 比 率

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借入金－地方債に関する省令
附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －（流動資産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の
財源充当額）

純 損 益

経 常 利 益

経 常 損 失

営 業 外 収 益

項　目

特 別 利 益

総事業数
に対する
割　　合
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(5) 資本収支 

 

平成３０年度における建設改良費等の資本的支出は１，１７２億９５百万円で、前年度に比べ

３１億１０百万円（２．６％）減少している。 

その内訳をみると、建設改良費が６１５億４２百万円で、前年度に比べ３５億１１百万円（５．４％）

の減少、企業債償還金が５５４億１８百万円で、前年度に比べ１２億２２百万円（２．３％）の増加、

その他が３億３５百万円で、前年度に比べ８億２１百万円（７１．０％）の減少となっている。 

また、資本的収入については６５７億円で、前年度に比べ２３億２６百万円（３．４％）減少して

いる。 

資本的収入の財源内訳をみると、企業債が３４１億４９百万円で、前年度に比べ３９億２３百万円

（１３．０％）の増加、他会計繰入金が１６７億５７百万円で、前年度に比べ９億６３百万円（５．４％）

の減少、その他が１４７億９４百万円で、前年度に比べ５２億８７百万円（２６．３％）の減少とな

っている。 

 

第１４表 法適用企業の資本的収支の状況 

〔年度別〕                               （単位：百万円、％） 

年　度

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

115,519 130,376 103,525 68,026 65,700 ▲2,326 ▲3.4

54,365 50,786 38,046 30,226 34,149 3,923 13.0

30,708 31,222 30,198 17,719 16,757 ▲963 ▲5.4

166,125 180,753 156,754 120,405 117,295 ▲3,110 ▲2.6

108,888 119,027 83,165 65,053 61,542 ▲3,511 ▲5.4

56,650 58,519 63,064 54,196 55,418 1,222 2.3

0 144 2 10 164 155 1,601.1

50,606 50,521 53,231 52,389 51,760 ▲629 ▲1.2

48,428 48,137 50,908 51,713 51,224 ▲489 ▲0.9

2,177 2,384 2,324 676 536 ▲140 ▲20.8

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

補 て ん 財 源

う ち 企 業 債

対前年度比較

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

う ち 他 会 計 繰 入 金

項　目

財 源 不 足 額

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔事業別〕                                 （単位：百万円） 

事　業

65,700 19,686 0 5,095 1,842 10,732 28,162 184 0

34,149 8,460 0 3,674 1,500 4,420 16,095 0 0

16,757 3,718 0 1,329 152 6,066 5,308 184 0

117,295 40,186 0 12,265 7,600 13,139 43,904 195 5

61,542 28,060 0 4,416 2,994 5,369 20,667 31 5

55,418 12,020 0 7,748 4,602 7,661 23,223 164 0

164 161 0 0 0 3 0 0 0

51,760 20,661 0 7,171 5,758 2,410 15,743 12 5

51,224 20,585 0 6,771 5,758 2,410 15,682 12 5

536 76 0 399 0 0 61 0 0

そ の 他

ｂ　　　の　　　事　　　業　　　別　　　内　　　訳

介 護
サ ー ビ ス

下 水 道

う ち 企 業 債

資 本 的 収 入

病 院
項　目

ガ ス水 道

補 て ん 財 源

財 源 不 足 額

う ち 他 会 計 繰 入 金

資 本 的 支 出

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

全事業 工 業 用
水 道

交 通
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(5) 資本収支 

 

平成３０年度における建設改良費等の資本的支出は１，１７２億９５百万円で、前年度に比べ

３１億１０百万円（２．６％）減少している。 

その内訳をみると、建設改良費が６１５億４２百万円で、前年度に比べ３５億１１百万円（５．４％）

の減少、企業債償還金が５５４億１８百万円で、前年度に比べ１２億２２百万円（２．３％）の増加、

その他が３億３５百万円で、前年度に比べ８億２１百万円（７１．０％）の減少となっている。 

また、資本的収入については６５７億円で、前年度に比べ２３億２６百万円（３．４％）減少して

いる。 

資本的収入の財源内訳をみると、企業債が３４１億４９百万円で、前年度に比べ３９億２３百万円

（１３．０％）の増加、他会計繰入金が１６７億５７百万円で、前年度に比べ９億６３百万円（５．４％）

の減少、その他が１４７億９４百万円で、前年度に比べ５２億８７百万円（２６．３％）の減少とな

っている。 

 

第１４表 法適用企業の資本的収支の状況 

〔年度別〕                               （単位：百万円、％） 

年　度

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

115,519 130,376 103,525 68,026 65,700 ▲2,326 ▲3.4

54,365 50,786 38,046 30,226 34,149 3,923 13.0

30,708 31,222 30,198 17,719 16,757 ▲963 ▲5.4

166,125 180,753 156,754 120,405 117,295 ▲3,110 ▲2.6

108,888 119,027 83,165 65,053 61,542 ▲3,511 ▲5.4

56,650 58,519 63,064 54,196 55,418 1,222 2.3

0 144 2 10 164 155 1,601.1

50,606 50,521 53,231 52,389 51,760 ▲629 ▲1.2

48,428 48,137 50,908 51,713 51,224 ▲489 ▲0.9

2,177 2,384 2,324 676 536 ▲140 ▲20.8

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

補 て ん 財 源

う ち 企 業 債

対前年度比較

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

う ち 他 会 計 繰 入 金

項　目

財 源 不 足 額

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔事業別〕                                 （単位：百万円） 

事　業

65,700 19,686 0 5,095 1,842 10,732 28,162 184 0

34,149 8,460 0 3,674 1,500 4,420 16,095 0 0

16,757 3,718 0 1,329 152 6,066 5,308 184 0

117,295 40,186 0 12,265 7,600 13,139 43,904 195 5

61,542 28,060 0 4,416 2,994 5,369 20,667 31 5

55,418 12,020 0 7,748 4,602 7,661 23,223 164 0

164 161 0 0 0 3 0 0 0

51,760 20,661 0 7,171 5,758 2,410 15,743 12 5

51,224 20,585 0 6,771 5,758 2,410 15,682 12 5

536 76 0 399 0 0 61 0 0

そ の 他

ｂ　　　の　　　事　　　業　　　別　　　内　　　訳

介 護
サ ー ビ ス

下 水 道

う ち 企 業 債

資 本 的 収 入

病 院
項　目

ガ ス水 道

補 て ん 財 源

財 源 不 足 額

う ち 他 会 計 繰 入 金

資 本 的 支 出

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

全事業 工 業 用
水 道

交 通
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(6) 財政状況 

 

地方公営企業の資産総額は１兆７，９９６億２５百万円で、前年度に比べ８３億７百万円（０．５％）

増加している。 

一方、資産に運用された収入源泉をみると、負債が１兆４，０２１億７５百万円、資本が３，９７４億

５０百万円となっており、前年度に比べ負債が６６億５６百万円（０．５％）減少し、資本が１４９億

６３百万円（３．９％）増加している。 

 

資本金＋剰余金＋評価差額金等＋繰延収益 
この結果、自己資本構成比率（ 

負 債 ・ 資 本 合 計 
×１００）は 

５９．２％で、前年度に比べ０．８ポイント上昇している。 

流動資産 
流動比率（ 

流動負債 
×１００）は１２９．１％で、前年度に比べ０．５ポイント上昇してお 

現金預金 
り、流動比率のうち、現金預金分のみの比率を算出した現金比率（

流動負債 
×１００）について 

は、前年度に比べ１．４ポイント上昇の９７．０％となっている。 

固定資産 
固定比率（ 

資本金＋剰余金＋評価差額金等＋繰延収益 
×１００）は１５５．３％で、前年度に

比べ２．７ポイント低下している。 

 

 

(7) 費用構成比 

 

経常費用から受託工事費、附帯事業費並びに材料及び不良品売却原価を除いた経費に対する各性質

別費用の構成比が大きい主な費用は、減価償却費が２５．９％で最も大きく、次いで職員給与費が

２３．２％、委託料が１１．０％、支払利息が４．０％となっている。 

これを事業別にみると、病院事業及び介護サービス事業は、その運営に多くの人員を要すること等

により職員給与費が高い割合を占めている。 

また、水道事業、工業用水道事業、交通事業及び下水道事業については、建設投資の規模が大きい

こと等により支払利息及び減価償却費の割合が高くなっており、ガス事業については、原材料費及び

購入ガス費の割合が高くなっている。 

 

 

第１５表 財政状況の推移 

（単位：百万円、％） 

 

 
２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

１　固定資産 1,539,905 1,599,672 1,640,125 1,651,568 1,653,927 91.9 2,358 0.1

(1) 有 形 固 定 資 産 1,516,150 1,576,347 1,617,653 1,629,943 1,633,816 90.8 3,874 0.2

(2) 無 形 固 定 資 産 19,864 18,345 17,938 16,606 15,104 0.8 ▲1,503 ▲9.0

(3) 投 資 等 3,890 4,980 4,534 5,019 5,007 0.3 ▲13 ▲0.3

２　流動資産 141,488 139,513 139,687 139,595 145,539 8.1 5,944 4.3

(1) 現 金 預 金 99,446 99,994 103,019 103,790 109,387 6.1 5,597 5.4

(2) 未 収 金 等 32,563 34,263 30,717 31,087 30,682 1.7 ▲406 ▲1.3

(3) 貸倒引当金（▲） 369 355 349 349 345 0.0 ▲4 ▲1.1

(4) 貯 蔵 品 1,471 1,560 1,624 1,731 1,660 0.1 ▲71 ▲4.1

(5) そ の 他 8,377 4,051 4,676 3,336 4,155 0.2 819 24.5

３　繰延資産 126 53 5 155 160 0.0 5 3.3

1,681,519 1,739,238 1,779,817 1,791,318 1,799,625 100.0 8,307 0.5

４　固定負債 679,179 668,653 656,812 637,984 622,188 44.4 ▲15,795 ▲2.5

(1) 建設改良等企業債 640,583 635,776 624,195 606,904 591,577 42.2 ▲15,327 ▲2.5

(2) その他の企業債 1,882 1,377 1,418 1,209 1,080 0.1 ▲129 ▲10.6

(3) 再 建 債 4,788 3,040 2,038 1,259 855 0.1 ▲404 ▲32.1

(4) 建設改良等長期借入金 9,733 10,375 10,831 11,567 11,460 0.8 ▲107 ▲0.9

(5) その他の長期借入金 3,664 1,210 206 201 1,167 0.1 966 479.5

(6) 引 当 金 14,865 14,131 15,281 14,927 14,352 1.0 ▲575 ▲3.9

(7) リ ー ス 債 務 2,089 2,008 1,868 1,839 1,621 0.1 ▲219 ▲11.9

(8) そ の 他 1,575 735 975 77 76 0.0 ▲1 ▲1.7

５　流動負債 124,720 116,831 108,004 108,638 112,765 8.0 4,127 3.8

(1) 建設改良等企業債 57,385 58,198 53,276 54,605 54,967 3.9 363 0.7

(2) その他の企業債 599 146 186 191 177 0.0 ▲14 ▲7.2

(3) 建設改良等長期借入金 37 22 7 7 7 0.0 0 0.0

(4) その他の長期借入金 4 4 1,004 4 34 0.0 30 734.0

(5) 引 当 金 3,737 4,020 4,136 4,140 4,351 0.3 211 5.1

(6) リ ー ス 債 務 372 357 352 426 420 0.0 ▲6 ▲1.3

(7) 一 時 借 入 金 1,840 3,396 3,622 6,265 7,460 0.5 1,195 19.1

(8) 未 払 金 等 50,049 41,707 34,827 35,353 38,594 2.8 3,241 9.2

(9) 前受金及び前受収益 3,607 2,267 1,879 1,818 2,050 0.1 232 12.8

(10) そ の 他 7,092 6,715 8,715 5,830 4,704 0.3 ▲1,126 ▲19.3

６　繰延収益　 561,686 609,604 653,413 662,209 667,222 47.6 5,013 0.8

(1) 長 期 前 受 金 873,019 936,815 1,008,557 1,040,133 1,067,774 76.2 27,641 2.7

(2)
長 期 前 受 金
収益化累計額（▲）

311,334 327,211 355,144 377,924 400,552 28.6 22,628 6.0

1,365,585 1,395,087 1,418,228 1,408,831 1,402,175 100.0 ▲6,656 ▲0.5

７　資 本 金 381,602 451,406 464,399 485,521 506,800 ― 21,280 4.4

８　剰 余 金　 ▲ 65,668 ▲ 107,254 ▲102,810 ▲103,034 ▲109,350 ― ▲6,317 6.1

(1) 資 本 剰 余 金 61,846 56,755 58,767 61,527 65,862 ― 4,335 7.0

(2) 利 益 剰 余 金 ▲127,514 ▲164,010 ▲161,577 ▲164,561 ▲175,213 ― ▲10,652 6.5

 ― 0 0 0 0 ― 0 ―

315,934 344,151 361,589 382,487 397,450 ― 14,963 3.9

1,681,519 1,739,238 1,779,817 1,791,318 1,799,625  ― 8,307 0.5

９　その他有価証券
　　評価差額金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

年　度
ｂの

構成比

対前年度比較

項　目

資 産 合 計

負 債 合 計
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(6) 財政状況 

 

地方公営企業の資産総額は１兆７，９９６億２５百万円で、前年度に比べ８３億７百万円（０．５％）

増加している。 

一方、資産に運用された収入源泉をみると、負債が１兆４，０２１億７５百万円、資本が３，９７４億

５０百万円となっており、前年度に比べ負債が６６億５６百万円（０．５％）減少し、資本が１４９億

６３百万円（３．９％）増加している。 

 

資本金＋剰余金＋評価差額金等＋繰延収益 
この結果、自己資本構成比率（ 

負 債 ・ 資 本 合 計 
×１００）は 

５９．２％で、前年度に比べ０．８ポイント上昇している。 

流動資産 
流動比率（ 

流動負債 
×１００）は１２９．１％で、前年度に比べ０．５ポイント上昇してお 

現金預金 り、流動比率のうち、現金預金分のみの比率を算出した現金比率

（ 流動負債 
×１００）について 

は、前年度に比べ１．４ポイント上昇の９７．０％となっている。 

固定資産 
固定比率（ 

資本金＋剰余金＋評価差額金等＋繰延収益 
×１００）は１５５．３％で、前年度に

比べ２．７ポイント低下している。 

 

 

(7) 費用構成比 

 

経常費用から受託工事費、附帯事業費並びに材料及び不良品売却原価を除いた経費に対する各性質

別費用の構成比が大きい主な費用は、減価償却費が２５．９％で最も大きく、次いで職員給与費が

２３．２％、委託料が１１．０％、支払利息が４．０％となっている。 

これを事業別にみると、病院事業及び介護サービス事業は、その運営に多くの人員を要すること等

により職員給与費が高い割合を占めている。 

また、水道事業、工業用水道事業、交通事業及び下水道事業については、建設投資の規模が大きい

こと等により支払利息及び減価償却費の割合が高くなっており、ガス事業については、原材料費及び

購入ガス費の割合が高くなっている。 

 

 

第１５表 財政状況の推移 

（単位：百万円、％） 

 

 
２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

１　固定資産 1,539,905 1,599,672 1,640,125 1,651,568 1,653,927 91.9 2,358 0.1

(1) 有 形 固 定 資 産 1,516,150 1,576,347 1,617,653 1,629,943 1,633,816 90.8 3,874 0.2

(2) 無 形 固 定 資 産 19,864 18,345 17,938 16,606 15,104 0.8 ▲1,503 ▲9.0

(3) 投 資 等 3,890 4,980 4,534 5,019 5,007 0.3 ▲13 ▲0.3

２　流動資産 141,488 139,513 139,687 139,595 145,539 8.1 5,944 4.3

(1) 現 金 預 金 99,446 99,994 103,019 103,790 109,387 6.1 5,597 5.4

(2) 未 収 金 等 32,563 34,263 30,717 31,087 30,682 1.7 ▲406 ▲1.3

(3) 貸倒引当金（▲） 369 355 349 349 345 0.0 ▲4 ▲1.1

(4) 貯 蔵 品 1,471 1,560 1,624 1,731 1,660 0.1 ▲71 ▲4.1

(5) そ の 他 8,377 4,051 4,676 3,336 4,155 0.2 819 24.5

３　繰延資産 126 53 5 155 160 0.0 5 3.3

1,681,519 1,739,238 1,779,817 1,791,318 1,799,625 100.0 8,307 0.5

４　固定負債 679,179 668,653 656,812 637,984 622,188 44.4 ▲15,795 ▲2.5

(1) 建設改良等企業債 640,583 635,776 624,195 606,904 591,577 42.2 ▲15,327 ▲2.5

(2) その他の企業債 1,882 1,377 1,418 1,209 1,080 0.1 ▲129 ▲10.6

(3) 再 建 債 4,788 3,040 2,038 1,259 855 0.1 ▲404 ▲32.1

(4) 建設改良等長期借入金 9,733 10,375 10,831 11,567 11,460 0.8 ▲107 ▲0.9

(5) その他の長期借入金 3,664 1,210 206 201 1,167 0.1 966 479.5

(6) 引 当 金 14,865 14,131 15,281 14,927 14,352 1.0 ▲575 ▲3.9

(7) リ ー ス 債 務 2,089 2,008 1,868 1,839 1,621 0.1 ▲219 ▲11.9

(8) そ の 他 1,575 735 975 77 76 0.0 ▲1 ▲1.7

５　流動負債 124,720 116,831 108,004 108,638 112,765 8.0 4,127 3.8

(1) 建設改良等企業債 57,385 58,198 53,276 54,605 54,967 3.9 363 0.7

(2) その他の企業債 599 146 186 191 177 0.0 ▲14 ▲7.2

(3) 建設改良等長期借入金 37 22 7 7 7 0.0 0 0.0

(4) その他の長期借入金 4 4 1,004 4 34 0.0 30 734.0

(5) 引 当 金 3,737 4,020 4,136 4,140 4,351 0.3 211 5.1

(6) リ ー ス 債 務 372 357 352 426 420 0.0 ▲6 ▲1.3

(7) 一 時 借 入 金 1,840 3,396 3,622 6,265 7,460 0.5 1,195 19.1

(8) 未 払 金 等 50,049 41,707 34,827 35,353 38,594 2.8 3,241 9.2

(9) 前受金及び前受収益 3,607 2,267 1,879 1,818 2,050 0.1 232 12.8

(10) そ の 他 7,092 6,715 8,715 5,830 4,704 0.3 ▲1,126 ▲19.3

６　繰延収益　 561,686 609,604 653,413 662,209 667,222 47.6 5,013 0.8

(1) 長 期 前 受 金 873,019 936,815 1,008,557 1,040,133 1,067,774 76.2 27,641 2.7

(2)
長 期 前 受 金
収益化累計額（▲）

311,334 327,211 355,144 377,924 400,552 28.6 22,628 6.0

1,365,585 1,395,087 1,418,228 1,408,831 1,402,175 100.0 ▲6,656 ▲0.5

７　資 本 金 381,602 451,406 464,399 485,521 506,800 ― 21,280 4.4

８　剰 余 金　 ▲ 65,668 ▲ 107,254 ▲102,810 ▲103,034 ▲109,350 ― ▲6,317 6.1

(1) 資 本 剰 余 金 61,846 56,755 58,767 61,527 65,862 ― 4,335 7.0

(2) 利 益 剰 余 金 ▲127,514 ▲164,010 ▲161,577 ▲164,561 ▲175,213 ― ▲10,652 6.5

 ― 0 0 0 0 ― 0 ―

315,934 344,151 361,589 382,487 397,450 ― 14,963 3.9

1,681,519 1,739,238 1,779,817 1,791,318 1,799,625  ― 8,307 0.5

９　その他有価証券
　　評価差額金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

年　度
ｂの

構成比

対前年度比較

項　目

資 産 合 計

負 債 合 計
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11.3

21.7

52.8

47.3

3.7

4.8

21.4

15.5

10.8

10.8

30

26
その他

23.2

23.2

4.0

5.5

25.9

21.7

1.3

1.3

3.6

3.2

11.0

9.8

31.1

35.2

30

26
全事業

職員給与費（A） 支払利息（B） 減価償却費（C） 動力費（D） 修繕費（E） 委託料（F） その他（G）

10.1

11.0

4.4

6.0

30.7

29.6

1.9

2.0

5.9

6.3

11.9

9.8

23.5

27.7

11.7

7.6

30

26
水 道

（含簡水）

（A） （B） （C） （D） （E） （F） その他（H）受水費（G）

39.1

38.3

16.5

13.2

2.8

3.7

38.5

40.3

3.1

4.5

30

26
工業用水道

（C） （D） （E） （F） その他（G）

20.5

29.4

5.0

6.1

41.1

24.7

3.4

4.7

11.0

8.8

11.5

14.1

7.4

12.1

30

26
交 通

（A） （B） （C） （D） （E） （F） その他（G）

9.2

7.7

1.9

2.6

12.8

11.0

4.2

3.4

4.8

3.9

59.2

65.1

7.8

6.3

30

26
ガ ス

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 原材料費及び購入ガス費（G）

42.8

44.0

1.4

1.9

9.3

6.5

0.6

0.7

12.6

12.2

17.2

16.9

16.1

17.8

30

26
病 院

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 材料費（G）

3.8

3.9

11.3

16.7

61.4

57.7

3.2

2.7

0.8

0.8

9.6

7.8

9.9

10.3

30

26
下水道

（A） （B） （C） その他（G）（E）（D） （F）

53.5

48.7

2.5

2.6

4.8

5.0

0.7

0.9

13.2

13.5

3.9

5.2

21.5

24.2

30

26
介護サービス

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 材料費（G）

（年度） （％）

法適用企業の費用構成比

（注） １ ガス、病院及び介護サービス事業の「動力費」は統計上、その他に区分しており、交通事業の「動力費」は動力費
又は燃料油脂費の数値である。

２ 費用からは受託工事費、附帯事業費、材料及び不良品売却原価を除いている。

費用総額

（百万円）

271,451

60,808

56,723

7

23,603

35,542

32,642

103,152

246,390

8

40,914

88,579

37,442

35,376

1,723

1,036

135

152

（C） （E） （F） その他（G）（A）

 

３ 法非適用企業の経営状況  

 

(1) 収益的収支 

 

地方公営企業法を適用せず、官公庁会計方式で会計処理を行っている法非適用企業９９事業の平成

３０年度における総収益は３４９億９百万円で、前年度に比べ４４億７５百万円（１１．４％）減少

している。また、総費用は１９８億７９百万円で、前年度に比べ４５億９百万円（１８．５％）減少

している。 

この結果、収支差引は１５０億３０百万円の黒字となっており、前年度に比べ黒字が３４百万円

（０．２％）増加している。 

 

 

(2) 資本的収支 

 

資本的収入は６９４億３４百万円で、前年度に比べ１０４億９０百万円（１７．８％）増加してい

る。また、資本的支出は７８２億１２百万円で、前年度に比べ１３億３百万円（１．７％）増加して

いる。 

この結果、収支差引は８７億７８百万円の赤字となっており、前年度に比べ赤字が９１億８７百万

円（５１．１％）減少している。 

なお、資本的収入のうち、地方債が１６５億６９百万円で、前年度に比べ３億４３百万円（２．０％）

の減少、資本的支出のうち、建設改良費が４９４億７７百万円で、前年度に比べ１４億１百万円

（２．９％）の増加、地方債償還金が２７９億３０百万円で、前年度に比べ１３億６百万円（４．９％）

の増加となっている。 

 

 

(3) 実質収支 

 

収益的収支と資本的収支を合算し、これに繰上充用及び繰越財源等を調整した実質収支は、３７億

５７百万円の黒字となっており、前年度に比べ黒字が１３億９８百万円（５９．２％）増加している。 

 

 

(4) 資金不足比率 

 

法非適用企業では、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく資金不足は生じていない。 
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